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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

ダイト株式会社は、当社および当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図る観点から、意思決定の透明性・公平性を確保し
ます。同時に迅速・果断な意思決定により安定かつ活力ある経営を確立してまいります。その基盤となるコーポレートガバナンスについては次の
基本的な考えに沿ってその充実に取り組んでまいります。

1）当社は、株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することができる環境の整備と株主の平等性の確保に努めてまいります。

2）当社は、株主以外のステークホルダーの権利・立場を尊重し、それらのステークホルダーとの適切な協働を図り、健全な企業文化・企業風土　
の醸成に努めてまいります。

3）当社は、非財務情報を含む会社情報の開示を重要な責務であると認識し、ディスクロージャー・ポリシーを定め、株主をはじめとしたステークホ
ルダーへ公正かつ適時・適切に開示し、企業経営の透明性の確保に努めてまいります。

4）当社は、取締役会が中心となり効率的かつ実効的なコーポレートガバナンスを実現します。それを通じて、持続的な成長と中長期的な企業価値
の向上をめざしてまいります。

5）当社は、持続的成長および中長期的な企業価値の向上に資するため、株主との間で積極的かつ建設的な対話を行ってまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則1-4　政策保有株式】

事業を拡大し、持続的な発展により企業価値を高めていくには、販売・生産・資金調達等において様々な取引先との協力関係が必要です。

当社は、事業戦略上の重要性、取引先との事業上の関係等を総合的に勘案し、企業価値向上に資する、または政策に必要であると判断する株
式については保有していく方針です。

既に保有している政策保有株式についても取締役会で定期的に具体的に精査を行い、当該企業との保有目的と合致しないまたは保有の意義が
必ずしも十分でないと判断した銘柄については、適切な時期に縮減を図ります。

なお、個々の株式に応じた定性的かつ総合的な判断が必要なため、現時点では統一の議決権の行使基準を設けていません。

【補充原則3-1（2）　英語での情報開示提供】

英文でのホームページを閲覧可能にしております。事業報告書等は、当社の株主における海外投資家の比率を総合的に鑑みて、英訳を検討して
まいります。

【原則4-10①　任意の仕組みの活用】

当社の独立社外取締役は、取締役7 名中3 名で取締役会の過半数には達していません。また当社は、任意の指名・報酬委員会などの独立した諮

問委員会を設置していませんが、取締役の指名・報酬について株主総会における意見陳述権が付与されている監査等委員会を活用し、独立社外
取締役である監査等委員を議長として、経営陣から取締役等の指名および各取締役等の報酬案の提示を受け、監査等委員会においてその適格
性、妥当性並びに公平性に基づき検討・判断し、当委員会の意見形成並びに経営陣に対して適切な助言等を行ってまいります。

このように、取締役候補の選任や取締役の報酬について、独立社外役員の適切な関与・助言を得ていることから、これらにかかる取締役会の機
能の独立性・客観性と説明責任は十分担保されているものと考えています。

【原則4-11　取締役会・監査役員の実効性確保のための前提条件】

当社の取締役会は、開発・営業等の各分野において精通した取締役にて構成しており、当社の取締役会として求められる役割・責務を実効的に
果たしております。また、当社の取締役には、弁護士、公認会計士を選任しており、財務会計に関する適切な知見を有しているとともに、国際経験
のある者もおり、取締役会における審議内容等についてその専門的な観点から適切・的確に評価等を行っております。

女性取締役の選任に関しては、今後当社取締役としてふさわしい適当な人材の確保に努めてまいります。

【原則5-2　経営戦略や経営計画の策定・公表】

当社は、経営理念・経営戦略・経営計画は当社ホームページに掲載しております。次年度計画については、決算説明会資料等で説明はしておりま
すが、中期計画における資本政策の基本方針、収益力・資本効率等の目標については現段階において公表いたしてはおりません。中期経営計画
の開示については今後検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

上記【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】をご参照ください。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

関連当事者間の取引については、当社の取締役会付議基準において適正な手続きとして必要となる取締役会の承認決議や事後報告義務を明記
しており、決議にあたっては関連当事者を特別利害関係人として当該決議の定足数から除外した上で、決議しております。また、取引条件及びそ
の決定方針等については、株主総会招集通知や有価証券報告書等で開示しております。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、企業年金の積立金の運用が従業員の安定的な資産形成に加えて当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、企業年金担当組織が



運用期間に対するモニタリング等の適切な活動を実施できるよう、必要な経験や資質を備えた人材として総務人事部または財務部に属する適切
な人材を責任者としております。

【原則3-1　情報開示の充実】

（1）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

経営理念・経営戦略・経営計画は当社ホームページに掲載しております。今後、更なる充実を図ってまいります。

http://www.daitonet.co.jp/

（2）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレートガバナンスの考え方と基本方針を当社ホームページに掲載しております。

http://www.daitonet.co.jp/

（3）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

当社は、取締役の報酬については当社が定める取締役報酬規程に基づき監査等委員会が監査等委員でない取締役報酬案を策定し、取締役会
に答申しております。取締役会は当該報酬案を検討の上、監査等委員会の答申を尊重し、審議・決定します。

監査等委員会においては、社外取締役を議長として代表取締役その他の業務執行取締役の報酬等がそれぞれの職責・業績にふさわしい水準で
あるか等の観点から検討・評価を実施し、監査等委員でない取締役の報酬案が妥当であると判断した上で取締役会に答申しております。

また監査等委員である取締役の報酬については、各取締役が担当する職務の質及び量に応じてその報酬額を監査等委員会にて検討し、決定し
ております。

（4）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

当社は、取締役候補者を決定するに際し、幅広い業務領域において各事業分野の経営に強みを発揮でき、かつ、経営管理者に適した人材のバラ
ンスに配慮し、優れた人格、見識、高い倫理観を有している者をその候補者とします。

監査等委員会は社外取締役である監査等委員を議長として、会社業績等の適正な評価を踏まえ、公正かつ透明性の高い手続きに従い監査等委
員会において検討した結果を取締役会に答申し、決定することとしております。

なお指名に関する具体的方針と手続きの開示については今後検討してまいります。今後、解任方針や手続きに関しても検討してまいります。

（5）取締役会が原則3-1（4）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

当社は、取締役候補者の指名を行う際の選任理由を株主総会招集通知にて開示しております。

今後は、取締役の個々の解任理由についても株主総会招集通知等で開示いたします。

【補充原則4-1（1）　取締役会で判断すべき事項と経営陣に委ねる業務範囲】

当社は、取締役会で決裁するべき基準を取締役会規程にて明確に定めており、それ以外の事項については経営陣または業務執行役員に委任し
ております。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社は、会社法及び東京証券取引所が定める基準をもとに、取締役会で審議検討することで独立社外取締役の候補者を選定しております。

【補充原則4-11（1）　取締役会全体としての考え方】

当社の取締役会は、開発・営業等の各事業分野に精通した取締役と、財務・会計および法務、コンプライアンス、リスクマネジメントに精通した公認
会計士・弁護士からなる社外取締役で構成しており、これらの社外取締役を含み監査等委員会を構成しています。

【補充原則4-11（2）　取締役・監査役の選任状況】

社外取締役の他社での兼任状況は、株主総会招集通知、有価証券報告書及びコーポレートガバナンスに関する報告書等を通じ、毎年開示を行っ
ています。社外取締役２名は、当社グループ以外の他の会社の社外監査役を兼任していますが、業務執行取締役全員は当社グループ以外の他
の上場会社の役員は兼任しておらず、取締役の業務に専念できる体制となっています。

【補充原則4-11（3）　取締役会の評価】

当社は、監査等委員会がチェックリストにより取締役会の都度、運営・議案の評価を実施しております。また毎事業年度の終了後、取締役全員を
対象として取締役会の構成、運営、議案、サポート体制、経営陣幹部の指名・報酬等の項目についてアンケートを実施し、その回答に基づき監査
等委員会が取締役会評価をしております。

評価結果については令和元年８月の取締役会で報告されました。取締役会の構成、開催頻度、審議時間、審議事項等は概ね適切であると評価さ
れましたが、今後更なる審議の充実を図る事項として、企業の方向性を示す議論の活発化、継続的な経営幹部の後任育成等が挙げられました。
これらの評価結果は、取締役会の実効性及び果たすべき役割についての認識の共有並びに取締役会の更なる機能向上のために活用してまいり
ます。

【補充原則4-14（2）　取締役のトレーニングの方針】

当社は、取締役に対するトレーニングの方針については、取締役が自らの役割を十分に果たすべく、随時トレーニングを行うこととしております。ま
た職責や業務上必要な知識の習得や適切な更新等のために様々な研修機会を斡旋しており、経営を監督する上で必要となる情報や知識を提供
するなど、取締役が自らの役割を果たすために必要な機会を提供しております。その際の費用負担については会社に請求できることとなっており
ます。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、経営企画室を中心としたIR体制を整備し、当社の経営戦略に対する理解を深めるための機会創出に努めております。具体的には年２回
以上の決算説明会を開催し、代表取締役自らの言葉で株主・投資家に現況、戦略を伝えているほか、証券会社主催のカンファレンスや個別取材
にも積極的に応じております。また、株主の関心・懸念などの質問内容等は取締役会に都度報告し、フィードバックを図っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

【大株主の状況】



氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,247,000 9.97

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 860,000 6.87

笹山　眞治郎 385,098 3.08

大津賀 保信 315,269 2.52

ダイト従業員持株会 265,870 2.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 228,100 1.82

GOVERNMENT OF NORWAY（常任代理人 シティバンク、エヌ・エイ東京支店） 222,270 1.78

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＨＣＲ００（常任代理人　香港上海銀行東京支店　
カストディ業務部）

210,800 1.68

ＢＢＨ　ＦＯＲ　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　ＰＵＲＩＴＡＮ　ＴＲ：　ＦＩＤＥＬＩＴＹ　ＳＲ　ＩＮＴＲＩＮＳＩＣ　ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥ
Ｓ　ＦＵＮＤ（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

210,000 1.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 209,400 1.67

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 5 月

業種 医薬品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

堀　仁志 公認会計士

山本　一三 弁護士

西能　淳 その他

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

堀　仁志 ○ ○
堀税理士法人代表社員、

日医工株式会社社外監査役

　同氏は過去に社外役員となること以外の方法
で会社経営に関与した経験はありませんが、
公認会計士として財務及び会計に専門的知見
を有しており、すでに独立役員として当社の経
営に対する適切な監督を行っているためであり
ます。

山本　一三 ○ ○
山本一三法律事務所所長、

株式会社リッチェル社外監査役

　同氏は過去に社外役員となること以外の方法
で会社経営に関与した経験はありませんが、
弁護士として企業法務に精通し企業経営を統
治する十分な見識を有しており、すでに独立役
員として当社の経営に対する適切な監督を
行っているためであります。



西能　淳 ○ ○ 特定医療法人財団五省会理事長　

同氏は過去に会社経営に関与した経験はあり
ませんが、医療法人の経営者としての経験か
ら十分な見識を有しており、独立役員として、そ
の職務を適切に遂行できるものと判断しており
ます。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき専任の使用人を配置しておりませんが、監査等委員会は総務人事部を事務局として置いており、事務局との
連携により、効率的な監査を実施しております。なお、監査等委員がその職務を補助すべき専任の使用人の配置を求めた場合は、取締役会決議
により、専任の使用人を配置することとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　内部監査部門として、内部監査室長１名を含む２名で構成する代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室は年度監査
計画に基づき、定期的に社内全部門の業務執行の状況を合法性と合理性の観点から監査しております。内部監査の結果については、内部監査
結果通知書及び改善事項があれば改善指示書を作成し、被監査部門に改善の指示を行います。被監査部門は、改善要請のあった事項について
は、通知後遅滞なく改善指示に対する回答書を作成し、内部監査の結果を業務改善に反映しております。　

　監査等委員会と内部監査室は、日頃から情報共有を行い連携をとりながら監査の有効性・実効性の向上を図っております。また、監査等委員会
と会計監査人、内部監査室は四半期毎に意見交換を行い、監査内容の報告を受けるほか、監査計画・実施状況について情報共有を行っておりま
す。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役それぞれの職責・業績を総合的に判断し、報酬額を決定しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役報酬に関しては、有価証券報告書において全取締役の総報酬額を開示しております。

令和元年５月期に監査等委員を除く取締役に支払った報酬の総額は96,482千円、監査等委員である取締役に支払った報酬の総額は37,200千円
であります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成27年８月25日開催の定時株主総会において年額４億円以内（ただし、使用人分給与は含まな
い。）、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額７千万円以内と決議いただいております。

また取締役の報酬については、当社が定める取締役報酬規程に基づき監査等委員会が監査等委員でない取締役報酬案を策定し、取締役会に
答申しております。取締役会は当該報酬案を検討の上、監査等委員会の答申を尊重し、審議・決定します。

監査等委員会においては、社外取締役を議長として代表取締役その他の業務執行取締役の報酬等がそれぞれの職責・業績にふさわしい水準で
あるか等の観点から検討・評価を実施し、監査等委員でない取締役の報酬案が妥当であると判断した上で取締役会に答申しております。

また監査等委員である取締役の報酬については、各取締役が担当する職務の質及び量に応じてその報酬額を監査等委員会にて検討し、決定し
ております。

【社外取締役のサポート体制】

　社外取締役のサポートは、常勤の監査等委員である取締役並びに総務人事部が担当しております。各社外取締役に対しては、社内の重要な会
議の開催に際し関連資料を事前に配布し、判断の助成を行っております。また、会計監査人や内部監査室との定期的な会合をもつほか、当社の
事業運営全般に関して、随時情報伝達を行っております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

笹山　眞治郎 相談役
会社の要請に応じ、経験および知
見等に基づき助言

非常勤（報酬無） 2012/8/28 1年（更新有）

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

当社では、当社が必要と認めた場合、経営会議の決議により、役員経験者に対して相談役または顧問を委嘱いたしております。

なお、その役割は、長年経営に携わってきた経験・知見等に基づき、会社の求めに応じて助言を行うことにあり、相談役および顧問が経営の意思
決定に関与することはありません。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

○取締役会の状況

　当社の取締役会は、取締役７名で構成されており、定例取締役会を毎月１回、必要に応じて臨時取締役会を随時開催しております。経営方針、
年度予算その他重要な事項に関する意思決定や月次予算統制その他重要事項の報告により、業務執行及び各取締役の職務執行状況の監督を
行っております。なお、毎月の取締役会には執行役員も出席し、業務執行等につき毎回報告を行っております。

○経営会議

　当社は、常勤取締役４名をメンバーとした経営会議を原則として月１回開催しております。経営会議は、経営に関する重要事項を審議し、経営上
の重要事項や業務施策の進捗状況等について、審議、意思疎通を図ることを目的としております。

○執行役員制度

　当社は平成18年８月に、経営の健全化、効率化及び意思決定の迅速化を図るため、執行役員制度を導入致しました。執行役員は取締役会が
決定した基本方針に基づき、業務執行にあたっております。執行役員数は、本報告書最終更新日現在11名（内１名が取締役兼務）であります。

○監査等委員会

　監査等委員会は、監査等委員４名（常勤取締役１名、社外取締役３名）で構成されており、毎月1回、必要に応じて臨時監査等委員会を随時開催
してお ります。監査等委員会においては、経営の妥当性・効率性・コンプライアンスに関して幅広く意見交換・審議・検証し、適宜経営に対して助言

や提言を行っております。また、監査等委員は取締役会ないし経営会議への出席のほか、必要に応じて社内の重要会議へも出席しており、全社
の状況を把握しながら経営に対する監視機能を発揮できる体制になっております。



○内部監査

　当社は、内部監査室長１名を含む２名で構成する代表取締役社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室は年度監査計画に基づ
き、定期的に社内全部門の業務執行の状況を合法性と合理性の観点から監査しております。内部監査の結果について は、内部監査結果通知書

及び改善事項があれば改善指示書を作成し、被監査部門に改善の指示を行います。被監査部門は、改善要請の あった事項については、通知後

遅滞なく改善指示に対する回答書を作成し、内部監査の結果を業務改善に反映しております。

○会計監査の状況

　令和元年５月期において、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、佐々木雅広氏、安藤眞弘氏であり、いずれも有限責任 あずさ監査法

人に所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士９名、その他４名であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は監査等委員会設置会社として、取締役会における議決権を有する監査等委員が経営の意思決定に関わることにより、業務執行の遵法
性、妥当性の監査・監督機能の強化を図り、より透明性の高い経営を目指します。また、コーポレートガバナンス体制の強化により、更なる企業価
値の向上を目指しております。

　監査等委員４名のうち３名は社外取締役を選任しております。当社の企業規模及び事業展開等に鑑み、業界内の規制等に精通し業務内容の詳
細にも理解のある社内取締役からの経営監視と、法律、財務会計等に係る高度な専門知識及び高い識見を有する社外取締役の客観的・中立的
な立場からの経営監視を受けることが適切であると判断し、現状の体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 法定の招集通知発送期限よりも７日程度早く発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定 ８月下旬に定時株主総会を開催しております。

その他 株主総会招集通知をホームページに掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを定め、ステークホルダーからの社会的信頼を得
るために、当社に関する重要な情報を公正かつ適時・適切に開示する方針を
当社ホームページに公開しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 年２回程度、決算説明会を開催することを基本としております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

通期決算及び第２四半期決算の発表後、決算説明会を開催することを基本と
しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
ＩＲ情報（決算情報、適時開示資料、ＩＲスケジュール等）を掲載する投資家向け
サイトを当社ホームページ内に設けております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室に専任の担当者を設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

コーポレートガバナンス基本方針において、ステークホルダーの立場の尊重について規定
しております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ディスクロージャーポリシーを定め、ステークホルダーからの社会的信頼を得るために、当
社に関する重要な情報を公正かつ適時・適切に開示する方針を当社ホームページに公開
しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

（１）内部統制システムに関する基本的な考え方

　当社グループは、事業の発展において、健全な内部統制システムを構築することが重要であると考えており、取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制や、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての整備を積極的に推進していく方針であ
ります。

（２）内部統制システムの整備状況

　当社は、内部統制システムの整備について、次のとおり取締役会において決議しており、同整備体制に基づき、業務の適正性を確保しておりま
す。

1.）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、「ダイト・コンプライアンス行動基準」を定めるとともに「コンプライアンス推進規程」を定め、管理本部長をコンプライアンス・オフィサーに
任命し、コンプライアンス推進委員会を設け、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制を敷いてい
ます。

　さらに、コンプライアンス事務局を管理本部総務人事部とし、役職別の研修会や年２回開催される総合会議時には法令遵守・企業倫理遵守の啓
蒙活動などの諸施策を推進する体制にあります。

　また、内部通報システムを定め、コンプライアンスの実践に活用し、通報者の保護を図っています。併せて、「財務報告に係わる内部統制基本規
程」を制定し、財務報告の信頼性の確保、業務の有効性及び効率性の向上を評価した運用を行っています。さらに当社では反社会的勢力への対
応については、コンプライアンスの一環として「反社会的勢力への予防・対応マニュアル」を制定し重要施策として取り組んでいます。

2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、情報の管理体制と情報の取扱いに関し「情報セキュリティ規程」「文書取扱規程」「企業機密管理規程」等の情報管理規定において、情
報の保存・管理等に関する体制を定めており、取締役の職務執行に係る情報の保存・管理についても、これらの規定に基づいて保存・管理等を
行っています。具体的には、情報類型毎に保存期間・保存方法・保存場所を定め、文書または電磁的記録の方法により、適切に管理しています。

3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社は、「危機管理規程」を制定し、代表取締役を委員長とした危機管理委員会を設け、各本部長及び管理部門、内部監査室などが委員会のメ
ンバーとなり、損失の危険の管理に関する検討体制を敷いています。

　具体的には、万一発生する可能性のある天災や新型インフルエンザ等に備えた、全社的に対応する体制の整備を行い、各種リスクを定性、定
量的に把握する体制の整備と人材の育成等を計画的に実行しています。

4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は、「取締役会規程」「業務組織規程」「職務権限規程」「稟議規程」その他の職務権限、意思決定ルールを定める社内規定により、取締役
の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制を確保しています。

　具体的には、取締役会の決議事項や報告事項に関する基準、組織の分掌業務、案件の重要度に応じた決裁権限を定め、当社全体として取締
役の職務執行の効率性を確保しています。また、意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、役割と責任を明確にし、業務執行のスピードアッ
プを図るため、執行役員制度を導入しています。

5）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社及び子会社は「ダイト・コンプライアンス行動基準」の共有をはかるとともに、子会社においても現地の法令や各社の業態にあわせた推進を
はかり、コーポレートガバナンスの充実に努めております。

　また、当社は、「関係会社管理規程」を設け、経営企画室長を責任者としてグループ会社において生ずる一定の重要事項は当社の取締役会に
おいても報告し、その承認を得るなど、適切に管理する体制を敷いています。

　更に、当社及びグループ会社一体となった内部統制の維持・向上に努めるほか、グループ会社に対して当社の内部監査室による監査を計画的
に実施して、その結果を取締役に報告する体制にあります。

　当社より関係会社に対して、取締役あるいは監査役（いずれも非常勤を含む）を派遣し、関係会社との連携を強化し業務の適正を確保していま
す。

6）監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性に関する事項及び当該取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　当社は、監査等委員会への報告体制及び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制として、監査等委員会事務局
は、総務人事部が行い、監査業務については内部監査室が連携して行います。同室員は監査等委員会が指示した監査に関する業務について
は、監査等委員会及び監査等委員の指示命令に従うものとし、当社及び当社グループ会社の取締役等の指示命令権は及ばないものとしていま
す。その人事については監査等委員会の意見を聴取し、これを尊重することにしています。

7）取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制、子会社の取締役、監査役、業務を執行する
社員その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告するための体制並びにその報告した
者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　当社は、「監査等委員会規程」を設け、当社及び当社グループ会社の取締役及び使用人から監査等委員会及び監査等委員に通知・報告する体
制を定め、また、監査等委員会において委任を受けた監査等委員が経営会議その他の重要会議に出席するなどし、監査等委員会が実施する監
査が 実効的に行われる体制を確保しています。また、当該役職員が監査等委員会及び監査等委員に通知・報告を行ったことを理由として、その

通知・報告者に不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社グループ会社の役職員に周知徹底することとしています。

8）監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用等に充てるため、毎期監査等委員
会の決議に基づく予算を設けることとしております。また、監査等委員がその職務の執行上、弁護士、公認会計士等の専門家の意見、アドバイス
等を得る必要があると判断し、依頼するなどで生じる費用又は債務については、すみやかに当該費用又は債務を処理することに しています。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況



（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

　当社は、反社会的勢力との関係は一切持たないことを基本方針としており、「ダイト・コンプライアンス行動規準」において、市民社会の秩序また
は安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした対応を行うことを規定しております。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況

1）対応統括部署の設置状況

対応統括部署を設置し、反社会的勢力からの不当要求、犯罪行為等が発生した場合には、対応統括部署が情報を一元管理し、速やかに取締役
会等に報告し対策を講じる体制を整備しております。

2）外部の専門機関との連携状況 平素より、所轄の警察署及び暴追センターとの連携を深め、情報収集に努めるとともに、反社会的勢力への対

応に関する指導を仰いで おります。

3）反社会的勢力に関する情報の収集・管理状況 警察署及び暴追センターとの連携に加え、新規取引の開始時、新規株主の登録時または新規

役員の登用時等においては、株式会社帝国データバンク、日経テレコン等の調査機関との連携のもと、反社会的勢力との関連の有無を厳重に調
査しております。反社会的勢力に 関する情報については、対応統括部署が管理しており、そのうちの重要な情報については他部署との共有を

図っております。

4）対応マニュアルの整備状況

「ダイト・コンプライアンス・ハンドブック」を全役員及び全従業員に配布し、その中の「ダイト・コンプライアンス行動規準」において、反社会

的勢力に対して毅然とした対応を行うことを掲げ、行動指針の周知徹底を図っております。また、「危機管理規程」のもとに「反社会的勢力

への予防・対応マニュアル」を定め、周知徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

現在、買収防衛策の導入計画はありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要について】

　当社の会社情報の適時開示に係る社内体制の状況は、以下のとおりです。　

１．基本的な考え方

　投資家が当社への投資価値を的確に判断するために必要な会社情報を適時適切に開示することを基本姿勢として、迅速、正確かつ公平なディ
スクローズを行うことができる体制を構築しております。

　適時開示に係る教育に関しましては、役員及び従業員（連結子会社の役員及び従業員を含む）に対して、重要会議及び研修会等の機会を捉
え、適時開示の対象となる重要事実について周知徹底を図っております。また、自らのディスクローズを常に適正な基準、方法及び体制で実行す
るために、ディスクロージャー・ポリシーを定めております。

２．適時開示担当組織の状況

担当部署名：経営企画室

担当人員：経営企画室長 他３名

情報管理責任者：経営企画室長

３．適時開示手続き

（１）決定事実に関する情報

　適時開示規則上の決定事実に該当する重要事項の機関決定は、経営会議での事前審議を経て、取締役会（毎月1回及び必要に応じ随

時開催）にて行われます。適時開示担当部署である経営企画室は、取締役会、経営会議等重要会議の付議事項を予め入手するとともに、当該会
議終了後、遅滞なくその議事録を入手し、適時開示の対象となる重要事実の該当の有無を検討します。該当がある場合、経営企画室は情報管理
責任者（経営企画室長）の指示のもと、速やかに適時開示書類の作成を行います。作成された適時開示書類の原案は、代表取締役の承認を経
て、取締役会にて審議されます。情報管理責任者は、取締役会から、承認された適時開示書類について開示指示を受け、速やかに開示を行いま
す。

（２）発生事実に関する情報

　該当する事実が発生した場合、当該事実の情報取得者は情報管理担当者（所属部室長）に直ちに報告し、情報管理担当者は速やかに 経営企

画室に報告します。経営企画室は直ちに情報管理責任者に報告のうえ、適時開示の対象となる重要事実の該当の有無を検討しま す。該当があ

る場合、経営企画室は情報管理責任者の指示のもと、速やかに適時開示書類の作成を行います。情報管理責任者は、代表取締役よりの適時開
示書類への承認及び開示指示を受け、速やかに開示を行います。

（３）決算に関する情報

　決算に関する情報につきましては、管理本部財務部が中心となり決算開示資料（決算短信、四半期決算短信）を作成し、会計監査人の監査を経
て、取締役会において承認された情報を開示いたします。 また、業績予想の修正につきましては、経営企画室長が、業績データ及び業績に関連

する情報に基づく通期及び各四半期累計の業績見通しを四半期ごとに策定し、その時点における業績見通しとそれまでに公表した直近の業績予
想との差異が、適時開示規則の軽微基準内か否か、軽微基準内であっても開示の必要性がないかどうかについて検討し、取締役会に対し、業績
予想の修正に関する適時開示の要否を付議します。開示必要と決定した場合、取締役会は、情報管理責任者に速やかに開示するよう指示しま
す。なお、緊急の場合は、代表取締役が開示要否の判断を得ます。

（４）企業集団に係る適時開示手続き

　当社は子会社３社（国内子会社１社、海外子会社２社）を有しておりますが、３社共に非上場会社であります。この子会社３社からは、月次決算
書を翌月の10日頃までに、取締役会議事録を取締役会開催後速やかに提出を受けております。これらの資料に基づき、適時開示担当部署である
経営企画室は、適時開示の対象となる重要事実の該当の有無を検討します。該当がある場合、経営企画室は情報管理責任者の指示のもと、速
やかに適時開示書類の作成を行います。作成された適時開示書類の原案は、代表取締役の承認を経て、取締役会にて 審議されます。情報管理

責任者は、取締役会から、承認された適時開示書類について開示指示を受け、速やかに開示を行います。

（５）適時開示フロー

　適時開示手続きに関する事務フローは、最終ページの模式図をご参照ください。






